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全銀システムに関するコストについて
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• 件数・金額に応じた月間の概算コストは以下のとおり（ただし、以下は一例であり、時期や状況によって変動する
場合がある）。

※ 新規加盟時にのみ加入金を負担。加盟時期により変動するものの、現在の概算費用として、清算参加者（直接参加）で加盟する場合
約7,000万円、代行決済委託者（間接参加）で加盟する場合約1,400万円。

全銀システムコスト➁ - 参加に伴うコストの負担例 -

一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク

規模別件数・金額 コスト負担例（月間）

大規模加盟銀行の一例
仕向・被仕向合計件数350万件／月
仕向・被仕向合計金額8,000億円／月

約1,500万円

中規模加盟銀行の一例
仕向・被仕向合計件数130万件／月
仕向・被仕向合計金額5,000億円／月

約850万円

小規模加盟銀行の一例
仕向・被仕向合計件数6万件／月
仕向・被仕向合計金額350億円／月

約300万円

• 2024年度の全銀システム等に関するコストを、為替取引１件当たり（2024年度）に換算すると約8.3円※と試
算される。  

※ 2024年度の総コスト（システムライフ８年間の総支払額÷８）を2024年度の為替取引の総件数で割った金額。
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内国為替制度運営費②
一般社団法人全国銀行資金決済ネットワーク

対象

• 為替取引の種類や金額に関わらず同一の被仕向対応費用が生じていることから、為替取
引の種類や金額に関わらず一律に内国 為替制度運営費を設定することを原則とする。

※１ ただし、給与・賞与の振込については、設定対象外（無料）とする。
※２ 国庫金・公金の適用開始時期については、仕向銀行(指定金融機関)において内国為替制度運営 

費を賄うための対応・調整等に相応の期間を要すること等を踏まえ、2024年10月１日から適用開始。

算定方法

【被仕向銀行における対応コスト】
• 為替取引の被仕向処理および被仕向処理の安全性・利便性等の向上に要するシステム

費・人件費・物件費・全銀システムのコスト等の費用について加盟銀行（清算参加者）を
対象として調査のうえ、その総額を為替取引の総件数で除した金額とする。

【為替事業利益相当分】
• 「企業活動基本調査」（経済産業省公表）の利益率をもとに算出する。

見直しサイクル • 内国為替制度運営費が社会通念上合理的な水準であることを維持するため、５年に
一度、被仕向対応コストおよび為替事業利益相当分を算定のうえ見直しを行う。

• その他内国為替制度運営費の対象、算定方法等の詳細は、以下のとおり。


